
医療法の一部改正に伴う都道府県における医師確保対策実施体制の整備

制度改正概要

② 地域医療対策協議会の機能強化

都道府県が、大学、医師会等の管内の関係者と連携して医師偏
在対策を進めていくことができる体制を構築する。

地域医療対策協議会

• 具体的な医師確保対策の実施を担う
医療機関を中心に構成員を再構成

• 都道府県内の医師確保関係会議を
整理・統合

都道府県・大学・医師会・主要医
療機関等が合意の上、医師派遣
方針、研修施設・研修医の定員
等を決定

① 医師確保計画の策定
○以下の内容を「医師確保計画」として、法律
上位置付け。（３年ごとに見直し）

• 都道府県内における医師の確保方針
• 医師偏在の度合いに応じた医師確保の目
標

• 目標の達成に向けた施策内容

③ 地域医療支援事務の見直し
○都道府県の行う地域医療支援事務（地域医療支援センターの事務）
の実効性を強化。

• 必ず大学医学部・大学病院との連携の下で実施
• 理由なく公立病院・公的病院などに派遣先が偏らないようにする
• 地域医療構想との整合性確保
• 地域枠の医師について、都道府県主体での派遣方針決定
• キャリア形成プログラムの策定を徹底
• 派遣医師の負担軽減のための援助の実施

協議に基づいた
事務の実施

地域医療支援センター

PDCAサイクルの下で進捗管理
め
の
対
策
策
定

目
標
達
成
の
た

対
策
の
実
施

効
果
の
評
価

対
策
に
よ
る

新
た
な
目
標
設
置

対
策
に
基
づ
く

目
標
設
定

指
標
に
基
づ
く

-1-

医師確保計画について 資料３



『医師確保計画』（＝医療計画に記載する「医師の確保に関する事項」）の策定

医師確保計画を通じた医師偏在対策について

医師偏在指標の大小、将来の需給推計などを
踏まえ、地域ごとの医師確保の方針を策定。

・ 短期的に医師が不足する地域では、医師が多い地域
から医師を派遣し、医師を短期的に増やす方針とする
・中長期的に医師が不足する地域では、地域枠・地元出
身者枠の増員によって医師を増やす方針とする等

医師の確保の方針を踏まえ、目標医師数を達成
するための具体的な施策を策定する。

・ 大学医学部の地域枠を15人増員する

・ 地域医療対策協議会で、医師多数区域のA医療圏
から医師少数区域のB医療圏へ10人の医師を派遣
する調整を行う 等

医師の確保の方針 目標医師数を達成するための施策

(例)

医師の偏在の状況把握

* 2020年度からの最初の
医師確保計画のみ４年
（医療計画全体の見
直し時期と合わせるた
め）

国は、都道府県に医師確保計画として以下の内容を策定するよう、ガイドラインを通知。

都道府県による医師の配置調整のイメー
ジ

（三次医療圏、二次医療圏ごとに策定）

医師多数区域・医師少数区域の設定
全国の335二次医療圏の医師偏在指標の値を一律に比較し、上位
の一定の割合を医師多数区域、下位の一定の割合を医師少数区
域とする基準を国が提示し、それに基づき都道府県が設定する。

医師偏在指標の算出
三次医療圏・二次医療圏ごとに、医師の偏在の状況を全国ベース
で客観的に示すために、地域ごとの医療ニーズや人口構成､医師の
性年齢構成等を踏まえた医師偏在指標の算定式を国が提示する。

・ 医療需要（ニーズ）及び
将来の人口・人口構成の変化

・ 患者の流出入等
・ へき地等の地理的条件

・ 医師の性別・年齢分布
・ 医師偏在の種別
（区域、診療科、入院／外来）

（例）

医師多数区域

医師少数区域

都道府県

医師が多い地域から少な
い地域に医師が配置され
るような取組を実施

可視化された客観的な
データに基づき、効果的な
施策立案を実施

３年*ごとに、都道府県において計画を見直し（PDCAサイクルの実施）

全国335医  

医師偏在指標

医  の  335位 334位 333位 ３位 ２位 １位

小 大下位○％
⇒医師少数区域

上位○％
⇒医師多数区域

・・
・

背景 ・ 人口10万人対医師数は、医師の偏在の状況を十分に反映した指標となっていない。
・ 都道府県が主体的・実効的に医師確保対策を行うことができる体制が十分に整っていない。

医師偏在指標で考慮すべき「５要素」

確保すべき医師の数の目標
（目標医師数）

（三次医  、  医  ごとに策定）

医師確保計画策定時に、３年間の計画期間の終
了時点で確保すべき目標医師数を、医師偏在指
標を踏まえて算出する。
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平成３１年 ３月
・国が医師確保計画の策定ガイドラインを公表
・国が医師偏在指標（患者流出入調整前）を算出　　⇒　都道府県へ情報提供

４月～６月 ・都道府県間で患者流出入の調整実施

７月 ・都道府県間の調整結果を踏まえ、国が医師偏在指標（患者流出入調整後）を算出

８月 ・第１回地域医療対策協議会（素案の協議）

10月～11月
・第２回地域医療対策協議会（素案の協議）
・第２回医療計画策定協議会（素案の協議）

１２月 ・パブリックコメント

平成３２年 ２月
・第３回地域医療対策協議会（計画案の承認）
・第３回医療計画策定協議会（計画案の承認）

３月 ・医療審議会（諮問・答申）、計画公示

医師確保計画の策定スケジュール（予定）
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医師偏在指標について

【大分県の状況】

238.0 258.6 
303.5 

131.7 126.4 140.8 160.7 

0

50

100

150

200

250

300

350

県全体 東部 中部 南部 豊肥 西部 北部

（人）

医師偏在指標

全国平均238.3人

医師少数区域

医師が多数・少数

でない区域医師多数区域

◆大分県は全国２０位 ⇒ 「医師が多数・少数でない県」
◆二次医療圏の状況 ※（ ）は全国335区域中の順位
東部医療圏（ 59位） 医師多数区域
中部医療圏（ 35位） 医師多数区域
南部医療圏（262位） 医師少数区域
豊肥医療圏（277位） 医師少数区域
西部医療圏（239位） 医師少数区域
北部医療圏（180位） 医師が多数・少数でない区域

【本県地域枠への影響】

○医師偏在指標とは
三次医療圏、二次医療圏ごとに医師の偏在の状況を全国ベースで客観的に示すため、これまでの人口１０万人当たり
医師数のデータを基に、地域毎の医療ニーズや人口構成、医師の性年齢構成等を踏まえて国が新たに算出したもの。

○医師多数区域・医師少数区域
全国の二次医療圏の医師偏在指標の上位３３．３％を「医師多数区域」、下位３３．３％を「医師少数区域」として都道府
県が管内の医療圏を設定するもの（各都道府県も、偏在指標の上位と下位の各々３３．３％が多数県、少数県となる。）

○本県の地域枠 １３名（内訳：恒久定員３名、※暫定定員１０名）
※平成２１年度の国の緊急医師確保対策等により暫定的に認められた定員。平成３３年度までの見込み

【国の方針】
○医師が多数・少数でない県は、Ｈ３４からは暫定定員廃止
○ただし、県内に医師が少数の二次医療圏がある場合は恒久
定員の中に新たに地域枠を設定することが可能

＊現定員１３名中、暫定定員１０名分がＨ３３年度をもって廃止
＊恒久定員の中に新たに地域枠を設定したとしても、大分大学
医学部の定員が１０名減員となる。

（医療法及び医師法の一部改正（平成30年7月25日公布）に伴うもの）
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参考：第７次大分県医療計画（医師確保部分抜粋）
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